
5251

　2016年度は、グループ全体で新たに発生が懸念される人権侵害
リスクとして「障害者差別解消法」とLGBT※4に関する情報や、「障
害者差別解消法」に関して蓄積した合理的配慮の対応事例の共有
を図りました。一方で、差別落書きの対応において不適切な事象が
発生し、「人権に係るリスクマネジメント」の取り組みをさらに深化
させる必要性を認識しました。

　人権問題が多様化する中、社会環境の変化をとらえた情報収集を
行い、新たに発生が懸念される人権侵害リスクに関する課題を周知
いたします。また、部落差別問題に対する意識に、世代の格差がある
実情を踏まえ、｢部落差別解消推進法｣施行の意義や部落の歴史な
どの教育を推進し、意識の高揚を図ります。併せて、ISO26000※5に
基づく企業行動の一つとして、人権デュー・ディリジェンス推進の検
討を進めます。

　当社では企業イメージに関する
外部調査(＝企業レピュテーショ
ン調査)を毎年実施し、｢安全・安
心の向上に取り組んでいる｣「信頼
できる」などの5項目について、お
客様や地域の皆様からの評価を
測定しています。安全を最重点に
さまざまな情報発信に取り組ん
だ結果、昨年度から評価を高める
ことができました(2015年度平均
56.4→2016年度平均59.0)。

　2017年度は｢中期経営計画｣、｢安全考動計
画2017｣の最終年度です。各目標の到達状
況や安全、CS、地域共生を中心とした具体的
な取り組みに加え、次期計画に向けた課題や
方向性について情報発信していきます。

　当社グループが、お客様や地域の皆様から信頼される企業となるためには、「透明性の
高い健全な経営」を行うことが不可欠です。私たちは、当社グループの経営情報やさまざ
まな事業活動、リスク情報などについて、積極的に情報開示を行っています。

「人権にかかわるリスクマネジメント」を推進
差別事象未然防止の取り組み

Plan

Do

「人権にかかわるリスクマネジメントの
取り組み」の展開に課題

社会環境の変化をとらえ動向に
合わせた対応を行いますCHECK ACTION 企業レピュテーション調査による評価は向上

CHECK
現計画の目標到達に向けた
取り組みと次期計画にかかわる
情報を発信していきます

ACTION

　JR西日本は、「相互に理解を深めるとともに、一人ひとりを尊重し、働きがいと誇りを持てる企業づくりを進めます」という企業理念に基づ
き、人権が尊重される豊かな社会を構築するために「人権意識の醸成」「人権感覚の一層の高揚に向けた啓発活動」および「差別事象の未然防
止」を推進し、同和問題をはじめとするさまざまな人権問題の解消に取り組んでいます。当社グループでは、「全社員が人権研修を早期かつ年1
回以上受講すること」としており、2016年度は、グループ全体で延べ85,288人が受講しました。人権研修は、世界人権宣言※1の趣旨を踏まえ、
参加体験型研修なども取り入れることにより、人権問題を理解し日常業務に活かせる内容となっています。

　業務内容の違いによって、職場で発生しうる差別事象は異なります。そこで、人
権研修などに加え、社員の人権感覚を高めるため、職場ごとに発生しうる人権侵害
リスクを洗い出すことで人権侵害の未然防止につなげる取り組みを行っていま
す。社員の意識の高まりを反映し、多くの職場で人権侵害リスクとして「パワーハラ
スメント」「セクシャルハラスメント」のほか「妊娠・出産・育児・介護に関するハラス
メント」、「障害者差別解消法※2」の施行で関心が高まっている「障がい者の人権侵
害」などが抽出されています。洗い出されたさまざまなリスクから最優先課題を
選定し、参加体験型教材などによる疑似体験や意見交換などを通じて参加者に気
付きを与えることで、人権へのより深い理解につなげています。これらの取り組み
は、社員が働きやすい職場づくりに加え、高齢者や身体の不自由なお客様への対
応の改善など、ES※3・CSの向上にもつながっています。

2つの視点で施設の安全性・利便性を高めます
　大和路線・東部市場前駅では、階段と踊り場の手すりがつながっておらず、
手すりを頼りに歩行されるお身体の不自由なお客様が転倒する危険性があり
ました。現場巡回時に若手社員が気付いたことがきっかけとなり、大和路線区
の関係部署が集まる連絡会で課題を共有し、連続した手すりを施工すること
になりました。
　日頃から、建築のプロの視点とお客様視点、2つの視点を持って現場巡回を
行っています。すると、巡回時の小さな気付きを改善することで、不特定多数
のお客様への安全性・利便性が向上する箇所が見えてきます。経験年数が増
えてくると、建築のプロの視点は鋭くなりますが、お客様視点は鈍くなりがち
です。若手とベテランがチームを組み、これからも2つの視点を持ち合わせな
がら、お身体の不自由なお客様だけでなく、さまざまなお客様が安全・安心し
てご利用いただける施設にしていきます。

「人権侵害リスク」の洗い出し

職場でどんな「人権侵害リスク」が想定されるかを、
より多くの参加者で多面的に洗い出し

最優先課題の抽出・対策の検討

対策の実行
最優先課題を人権研修などの

テーマに選定し、未然防止のための
研修やディスカッションを実施

洗い出された「人権侵害リスク」について
重要度などの評価を行い、

最優先課題を決めるとともに対策を検討

私の次の一歩

社会に提供する価値

●高い倫理観を備えた積極的かつ公正な情報開示ディスクロージャー

本的な考え方

推進責任者
執行役員 広報部長

北野 眞

社会に信頼される企業となるための広報活動
積極的な情報開示を取り組み

Plan

Do

情報発信力の維持、向上Do

安全を最重点に当社の取り組みの情報発信
　当社では毎月の定例社長会見をはじめ、各種の報道発表を通じて、安全を最重点に当社の方針や取り
組みを積極的に情報発信しています。報道機関の方々に理解を深めていただくために、会見とは別に施
策の詳細や背景等を説明する場を設定したり、発表の場に現物を用意し実際に体験いただくなど、さま
ざまな工夫を行っています。

地域に根差したきめ細やかな情報発信
　当社は地域共生企業となることを目指し、TWILIGHT EXPRESS 瑞風による観光誘客の取り組みを
はじめ、地域の皆様と共に地域の活性化を目指したさまざまな施策を行っています。それぞれの地域
の情報を丁寧に収集し、報道機関や当社ウェブサイトを通じて情報発信しています。

企業CM「一人ひとりの思いを、届けたい。」の放映
　当社の鉄道が社会インフラとして人々の生活をお支えしていること、その中で当社グループの社員一
人ひとりが鉄道の安全安定輸送の実現に向け努力していることを表現した動画を作成し、TVCMを中
心に当社ウェブサイトやYouTube等でも放映しています。

　さまざまな状況下において適切に情報提供ができるよう、当社およびグループ会社の広報担当者へ
の教育を充実し、情報発信力の維持・向上に努めています。

新たに放映した企業CM

定例社長会見
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好感度が高い

40

50

60

55

45

(年度)1615141312
安全・安心の向上に取り組んでいる
地域社会に貢献している 保証された商品・サービスを提供している

レピュテーション調査結果グラフ
（50を標準とする評価値）

大阪建築区 係長 中埜 敏宏

階段や踊り場の手すりが
途切れていたため、階段と
踊り場の手すりを連続し
たものに変更

Before

After

人権

※1 世界人権宣言：1948年に国連総会で採択された「すべての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準」を示した文書
※2 障害者差別解消法：2013年6月制定、2016年4月施行の法律。「不当な差別的取扱い」を禁止し、「合理的配慮の提供」を求めることで、障害のある人もない人も共に暮らせる社会をめざして制定されました
※3 ES：Employee Satisfactionの略。従業員満足を指します
※4 LGBT:「L」…レズビアン（女性同性愛者）、「G」…ゲイ（男性同性愛者）、「B」…バイセクシャル（両性愛者）、「T」…トランスジェンダー（生まれたときに法律的・社会的に割り当てられた性別とは異なる性別
　　を生きる人）の人々を意味する単語の頭文字をとった総称
※5 ISO26000：ISO（国際標準化機構）が2010年11月に発行した、組織における社会的責任の基準を定め、その手引きを提供する国際規格


